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こ
の
条
の
規
定
は
、
い
か
な
る
場
合
に
も
、
一
方
の
締
約
国
に
対
し
て
、
次
の
こ
と
を
行
う
義
務
を
課
す
る
も
の

と
解
し
て
は
な
ら
な
い
。

⒜

当
該
一
方
の
締
約
国
又
は
他
方
の
締
約
国
の
法
令
及
び
行
政
上
の
慣
行
に
抵
触
す
る
行
政
上
の
措
置
を
と
る
こ

と
。

⒝

公
の
秩
序
に
反
す
る
こ
と
と
な
る
措
置
を
と
る
こ
と
。

⒞

他
方
の
締
約
国
が
そ
の
法
令
又
は
行
政
上
の
慣
行
に
基
づ
い
て
徴
収
又
は
保
全
の
た
め
に
全
て
の
妥
当
な
措
置

を
と
っ
て
い
な
い
場
合
に
支
援
を
行
う
こ
と
。

⒟

当
該
一
方
の
締
約
国
の
行
政
上
の
負
担
が
他
方
の
締
約
国
が
得
る
利
益
に
比
し
て
明
ら
か
に
不
均
衡
で
あ
る
場

合
に
支
援
を
行
う
こ
と
。

第
二
十
七
条

外
交
使
節
団
及
び
領
事
機
関
の
構
成
員

こ
の
条
約
の
い
か
な
る
規
定
も
、
国
際
法
の
一
般
原
則
又
は
特
別
の
協
定
に
基
づ
く
外
交
使
節
団
又
は
領
事
機
関
の

構
成
員
の
租
税
上
の
特
権
に
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
で
は
な
い
。

第
二
十
八
条

特
典
を
受
け
る
権
利

１
⒜

一
方
の
締
約
国
の
企
業
が
他
方
の
締
約
国
内
に
お
い
て
所
得
を
取
得
し
、
か
つ
、
当
該
一
方
の
締
約
国
に
お

い
て
当
該
所
得
が
両
締
約
国
以
外
の
国
又
は
地
域
の
内
に
存
在
す
る
当
該
企
業
の
恒
久
的
施
設
に
帰
せ
ら
れ
る

も
の
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
、
か
つ
、

当
該
一
方
の
締
約
国
に
お
い
て
当
該
恒
久
的
施
設
に
帰
せ
ら
れ
る
利
得
に
つ
い
て
租
税
が
免
除
さ
れ
る
場
合

に
お
い
て
、

両
締
約
国
以
外
の
国
又
は
地
域
に
お
い
て
当
該
所
得
に
対
し
て
課
さ
れ
る
租
税
の
額
が
、
当
該
恒
久
的
施
設
が
当

該
一
方
の
締
約
国
内
に
存
在
し
た
な
ら
ば
当
該
一
方
の
締
約
国
に
お
い
て
当
該
所
得
に
対
し
て
課
さ
れ
た
で
あ
ろ

う
租
税
の
額
の
六
十
パ
ー
セ
ン
ト
に
満
た
な
い
と
き
は
、
当
該
所
得
に
つ
い
て
、
こ
の
条
約
に
基
づ
く
特
典
は
、

与
え
ら
れ
な
い
。
こ
の
場
合
に
は
、
こ
の
１
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
所
得
に
対
し
て
は
、
こ
の
条
約
の
他
の
規
定

に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
他
方
の
締
約
国
の
法
令
に
従
っ
て
租
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

⒝

⒜
の
規
定
は
、
⒜
に
規
定
す
る
他
方
の
締
約
国
内
に
お
い
て
取
得
さ
れ
る
所
得
が
恒
久
的
施
設
を
通
じ
て
行
わ

れ
る
事
業
の
活
動
か
ら
生
じ
、
又
は
当
該
活
動
に
付
随
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い
。
た
だ
し
、

当
該
事
業
に
は
、
企
業
が
自
己
の
勘
定
の
た
め
に
投
資
を
行
い
、
管
理
し
、
又
は
単
に
保
有
す
る
も
の
（
銀
行
が

行
う
銀
行
業
、
保
険
会
社
が
行
う
保
険
業
又
は
登
録
さ
れ
た
証
券
会
社
が
行
う
証
券
業
を
除
く
。）を
含
ま
な
い
。

⒞

一
方
の
締
約
国
の
居
住
者
が
取
得
す
る
所
得
に
つ
い
て
⒜
の
規
定
に
基
づ
い
て
こ
の
条
約
に
基
づ
く
特
典
が
与

え
ら
れ
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
他
方
の
締
約
国
の
権
限
の
あ
る
当
局
は
、当
該
居
住
者
か
ら
の
要
請
に
応
じ
て
、

当
該
居
住
者
が
⒜
及
び
⒝
の
要
件
を
満
た
さ
な
か
っ
た
理
由
（
例
え
ば
、
損
失
の
存
在
）
を
考
慮
し
た
上
で
、
当

該
特
典
を
与
え
る
こ
と
が
正
当
で
あ
る
と
判
断
す
る
と
き
は
、
当
該
所
得
に
つ
い
て
当
該
特
典
を
与
え
る
こ
と
が

で
き
る
。
一
方
の
締
約
国
の
居
住
者
か
ら
第
一
文
に
規
定
す
る
要
請
を
受
け
た
他
方
の
締
約
国
の
権
限
の
あ
る
当

局
は
、
当
該
要
請
を
認
め
、
又
は
拒
否
す
る
前
に
、
当
該
一
方
の
締
約
国
の
権
限
の
あ
る
当
局
と
協
議
す
る
。

２

こ
の
条
約
の
他
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
全
て
の
関
連
す
る
事
実
及
び
状
況
を
考
慮
し
て
、
こ
の
条
約
に
基
づ
く

特
典
を
受
け
る
こ
と
が
当
該
特
典
を
直
接
又
は
間
接
に
得
る
こ
と
と
な
る
仕
組
み
又
は
取
引
の
主
た
る
目
的
の
一
つ

で
あ
っ
た
と
判
断
す
る
こ
と
が
妥
当
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
よ
う
な
場
合
に
お
い
て
も
当
該
特
典
を
与
え
る
こ
と

が
こ
の
条
約
の
関
連
す
る
規
定
の
目
的
に
適
合
す
る
こ
と
が
立
証
さ
れ
る
と
き
を
除
く
ほ
か
、
そ
の
所
得
に
つ
い
て

は
、
当
該
特
典
は
、
与
え
ら
れ
な
い
。

第
二
十
九
条

見
出
し

こ
の
条
約
中
の
条
の
見
出
し
は
、
引
用
上
の
便
宜
の
た
め
に
の
み
付
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
条
約
の
解
釈
に

影
響
を
及
ぼ
す
も
の
で
は
な
い
。

第
三
十
条

効
力
発
生

１

各
締
約
国
は
、
他
方
の
締
約
国
に
対
し
、
外
交
上
の
経
路
を
通
じ
て
、
書
面
に
よ
り
、
こ
の
条
約
の
効
力
発
生
の

た
め
に
必
要
と
さ
れ
る
国
内
手
続
が
完
了
し
た
こ
と
を
確
認
す
る
通
告
を
行
う
。
こ
の
条
約
は
、
遅
い
方
の
通
告
が

受
領
さ
れ
た
日
の
後
三
十
日
目
の
日
に
効
力
を
生
ず
る
。

２

こ
の
条
約
は
、
次
の
も
の
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

⒜

ジ
ャ
マ
イ
カ
に
お
い
て
は
、

源
泉
徴
収
さ
れ
る
租
税
に
関
し
て
は
、
こ
の
条
約
が
効
力
を
生
ず
る
年
の
翌
年
の
一
月
一
日
以
後
に
支
払
わ

れ
、
又
は
貸
記
さ
れ
る
所
得

そ
の
他
の
租
税
に
関
し
て
は
、
こ
の
条
約
が
効
力
を
生
ず
る
年
の
翌
年
の
一
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
各
課

税
年
度

⒝

日
本
国
に
お
い
て
は
、

課
税
年
度
に
基
づ
い
て
課
さ
れ
る
租
税
に
関
し
て
は
、
こ
の
条
約
が
効
力
を
生
ず
る
年
の
翌
年
の
一
月
一
日

以
後
に
開
始
す
る
各
課
税
年
度
の
租
税

課
税
年
度
に
基
づ
か
な
い
で
課
さ
れ
る
租
税
に
関
し
て
は
、
こ
の
条
約
が
効
力
を
生
ず
る
年
の
翌
年
の
一
月

一
日
以
後
に
課
さ
れ
る
租
税

３

２
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
第
二
十
五
条
及
び
第
二
十
六
条
の
規
定
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
対
象
と
な
る
租
税
が

課
さ
れ
る
日
又
は
当
該
租
税
に
係
る
課
税
年
度
に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
条
約
の
効
力
発
生
の
日
か
ら
適
用
す
る
。

第
三
十
一
条

終
了

こ
の
条
約
は
、
一
方
の
締
約
国
に
よ
っ
て
終
了
さ
せ
ら
れ
る
時
ま
で
効
力
を
有
す
る
。い
ず
れ
の
一
方
の
締
約
国
も
、

こ
の
条
約
の
効
力
発
生
の
日
か
ら
五
年
の
期
間
が
満
了
し
た
後
に
開
始
す
る
各
暦
年
の
末
日
の
六
箇
月
前
ま
で
に
外
交

上
の
経
路
を
通
じ
て
他
方
の
締
約
国
に
対
し
て
終
了
の
通
告
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
の
条
約
を
終
了
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
こ
の
条
約
は
、
次
の
も
の
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
な
く
な
る
。

⒜

ジ
ャ
マ
イ
カ
に
お
い
て
は
、

源
泉
徴
収
さ
れ
る
租
税
に
関
し
て
は
、
当
該
通
告
が
行
わ
れ
た
年
の
翌
年
の
一
月
一
日
以
後
に
支
払
わ
れ
、

又
は
貸
記
さ
れ
る
所
得

そ
の
他
の
租
税
に
関
し
て
は
、
当
該
通
告
が
行
わ
れ
た
年
の
翌
年
の
一
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
各
課
税
年

度

⒝

日
本
国
に
お
い
て
は
、

課
税
年
度
に
基
づ
い
て
課
さ
れ
る
租
税
に
関
し
て
は
、
当
該
通
告
が
行
わ
れ
た
年
の
翌
年
の
一
月
一
日
以
後

に
開
始
す
る
各
課
税
年
度
の
租
税

課
税
年
度
に
基
づ
か
な
い
で
課
さ
れ
る
租
税
に
関
し
て
は
、
当
該
通
告
が
行
わ
れ
た
年
の
翌
年
の
一
月
一
日

以
後
に
課
さ
れ
る
租
税

以
上
の
証
拠
と
し
て
、
下
名
は
、
各
自
の
政
府
か
ら
正
当
に
委
任
を
受
け
て
こ
の
条
約
に
署
名
し
た
。

二
千
十
九
年
十
二
月
十
二
日
に
東
京
で
、ひ
と
し
く
正
文
で
あ
る
日
本
語
及
び
英
語
に
よ
り
本
書
二
通
を
作
成
し
た
。

日
本
国
の
た
め
に

山
﨑
啓
正

ジ
ャ
マ
イ
カ
の
た
め
に

リ
カ
ル
ド
・
ア
リ
コ
ッ
ク

議
定
書

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
除
去
並
び
に
脱
税
及
び
租
税
回
避
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
ジ
ャ
マ

イ
カ
と
の
間
の
条
約
（
以
下
「
条
約
」
と
い
う
。）の
署
名
に
当
た
り
、
日
本
国
及
び
ジ
ャ
マ
イ
カ
は
、
条
約
の
不
可
分

の
一
部
を
成
す
次
の
規
定
を
協
定
し
た
。

１

条
約
第
三
条
１
⒜
及
び
⒝
の
規
定
は
、
国
際
法
に
基
づ
く
両
締
約
国
の
権
利
及
び
義
務
（
千
九
百
八
十
二
年
十
二

月
十
日
に
モ
ン
テ
ゴ
・
ベ
イ
で
作
成
さ
れ
た
海
洋
法
に
関
す
る
国
際
連
合
条
約
に
基
づ
く
権
利
及
び
義
務
を
含
む
。）

に
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
で
は
な
い
。
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